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同意書兼誓約書　

　　年　　月　　日

　　郡山市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
申請者　又は住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日
（個人事業主のみ）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　 　　　　　　　（フリガナ）
氏名又は法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　 　　　　　　　（フリガナ）
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

郡山市奨学金代理返還制度導入促進補助金の申請に当たり、下記の事項について同意及び誓約します。
　なお、誓約した事項に偽りがあることが判明した場合には、交付された当該補助金を一部又は全額返還することに同意します。

記

１　税務担当課へ次の税目の納付状況（税目、税額、申告の有無等）を照会することに同意します。
　　【照会税目】
　　　個人市民税、法人市民税、固定資産税（都市計画税を含む。）、軽自動車税、事業所税、入湯税及び国民健康保険税

２　次の項目に該当いたしません。
[bookmark: _Hlk224719585](1) 事業者等の代表者又は役員が郡山市暴力団排除条例（平成24年郡山市条例第46号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員等に該当するもの
(2) 宗教上の組織若しくは団体又は政党その他の政治団体（これらの者が法人でない場合は、その代表者又は管理人）であるもの
(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業に該当する事業を行っているもの
(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく更生又は再生手続を行っているもの

３　補助金の交付の申請日から起算して５年以内に雇用保険法（昭和49年法律第116号）第４
条第１項に規定する雇用保険の被保険者である従業員等を雇い入れる意思があります。

４　補助金の交付が決定された場合には、交付決定を受けた日から５年以上奨学金代理返還制度を継続して実施することを誓います。

５　名称、所在地その他の事業者に関する情報及び奨学金代理返還制度の内容を郡山市ウェブサイト等で公表することに同意します。

６　郡山市奨学金代理返還制度導入促進補助金交付要綱第４条に規定する補助対象とならない経費を、補助対象経費に含んでいません。

７　申請書の記載内容及び添付書類に一切の虚偽はありません。


2
